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税収優遇政策総括
2022年上半期

税收政策总括2022年 上半年



一 总括

二 2022年新出台的税费支持政策

1.中小微企业设备器具所得税税前扣除政策

2.制造业等行业增值税留抵退税政策

3. 3岁以下婴幼儿照护个人所得税专项附加扣除政策

4.增值税小规模纳税人免征增值税政策

5.小微企业【六税两费】减免政策

一 総括

二 2022年の新税収優遇策

1. 企業の設備器具所得税の税引前控除政策

2.製造業など増値税未控除還付政策

3. 3歳以下の乳幼児の介護に関する個人所得税の

特別付加控除政策

4.増値税小規模納税者の増値税免除政策

6．小型企業の「六税二費」の減免政策



減税・還付政策－2022年「政府活動報告」

市場主体のパワー、活力をアップさせ、圧力を減らし、持続的に市場主体を刺激を与え、新たな組合せ式の税金支援

政策を実施し、減税と還付を同時に行います。

减税退税政策－2022年《政府工作报告》

为帮助市场主体增动力、添活力、减压力持续激发市场主体活力，实施新的组合式税费支持政策，减税与退税并举。

• 大規模の増値税未控除還付政策

今年のマクロ経済を安定させる策の一つとして、大規模な増値税還付を実施していま

す。今年は既に20005億元の増値税を納税者に還付し、昨年の還付規模の3倍を超え

ます。有効的に企業の資金圧力を緩和させました。

未控除増値税の実施範囲を拡大する 4月1日から、毎月全額で未控除増値税政策

の範囲を拡大し、条件と一致する小型企業と製造業など6つの業界企業まで拡大しま

した。7月1日から、さらに卸売業、小売業、宿泊業、飲食業など7つの業界も対象とな

りました。

還付の実施スピードが速める 税金還付の進度では、小微企業を優先的に手配し、

4月に中小企業の分を集中的に還付し、5、6月に小型企業の分を還付し、小微企業の

還付を6月末までに一括して全額還付することを確保します。その上で、中規模企業、

大規模企業の還付を大幅に還付実施を繰り上げます。

• 大规模增值税留抵退税

实施大规模增值税留抵退税政策，是今年稳定宏观经济大盘的关键举措。今年

以来已有20005亿元增值税留抵退税款退到纳税人账户，超过去年退税规模的3倍，

有效缓解企业资金压力。

扩大留抵退税实施范围 4月1日起，按月全额退还增值税增量留抵税额政策范围，

扩大至符合条件的小微企业和制造业等6个行业企业，这些企业的存量、增量留抵

税额均按100%全额退还。自7月1日起，将批发和零售业、住宿和餐饮业等7个行

业也根据政策纳入实施范围。

加快留抵退税实施进度。退税进度上，优先安排小微企业，4月份集中退还微型企

业存量留抵税额，5、6月份集中退还小型企业存量留抵税额，确保小微企业存量

留抵税额6月底前一次性全部退还。在此基础上，大幅提前中型企业、大型企业存

量留抵退税实施时间。

退



• 「六税二費」の減免

2022年上半期、小規模納税者の「6税2費」の減免政策はさらに小型薄利企

業と事業主まで拡大し、830億元の減税効果となりました。

企業所得税の優遇

2022年上半期、小型薄利企業の課税所得額100-300万元の部分をさらに半

減させ、新たに477億元減税となります。

研究開発費加算控除比率を引き上げ

科学技術型中小企業の研究開発活動において実際に発生した研究開発費

用の控除比率をアップしました。

設備器具に関する所得税の税引前控除について

中・小・微型企業が2022年1月1日から2022年12月31日までの間に新たに購

入した設備、器具の価値が500万元以上の場合、単位価値の一定割合に応

じて企業所得税の税引前に控除することを自ら選択します。

减征“六税两费”

2022年上半年，小规模纳税人“六税两费”减征政策进一步扩展至小

型微利企业和个体工商户，新增减税降费830亿元。

企业所得税有优惠

2022年上半年，小型微利企业应纳税所得额100-300万元部分再

减半政策，新增减税477亿元。

提高研发费用加计扣除比例

提高科技型中小企业开展研发活动中实际发生的研发费用的扣除

比例

设备器具所得税税前扣除

符合条件的中小微企业在2022年1月1日至2022年12月31日期间新

购置的设备、器具，单位价值在500万元以上的，按照单位价值的

一定比例自愿选择在企业所得税税前扣除

減



増値税の免除項目

○ 小規模納税者 2022年4月から2022年末まで、増値税小規模納税者の

課税売上収入は3%の徴収率を適用します。3%の増値税予定納付を適用する項目

は増値税の予定納付を一時停止します。小規模納税者の徴収率を3%から1%に引き

下げた上で、2022年4月1日から増値税を免除することで、新たに793億元の減税と

なります。

○ 速達宅配の企業 2022年5月から2022年末まで、納税者が住民のために

必要な生活物資の宅配便受取サービスを提供して得た収入に対して、増値税を免

除します。

○ 交通運送業の企業 2022年1月から2022年末まで、納税者が公

共交通輸送サービスを提供して得る収入に対して、増値税を免除します。

免



○ 中小薄利企業の設備機械の法人税の税引前控除



製造業などの増値税未控除政策

制造业等行业增值税留抵退税政策



小型薄利企業の「6 つの税金＆・2 つ税費」の減免政策



小型薄利企業の優遇税率



3歳以下の乳幼児の特別付加控除




